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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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１．造船を取り巻く世界情勢

２．日米造船協力

３．日本における造船の位置づけ

４．造船産業関係R７補正予算・R８当初予算案
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 2

製造業の生産高に占める造船業・
舶用工業のシェア

海上警備・防衛を
支える

海上警備・防衛に従事
する艦艇・巡視艇

地域経済を支える 経済安保を支える

我が国海運・造船業
の相互補完関係

社会ニーズに対応した
船舶

 防衛省、海上保安庁
の船舶の

省、海上保安庁
のののののののののののののののののののののののののののののののののののののののののののの全てを建造・の船舶

修繕

 インド太平洋地域に展 インド太平洋地域に展イ
開する米軍艦艇の修開す開す開
繕にも貢献

 日本ははははははははははははははははははははははははははははははははははははははは貿易量のののののののののののののののののののののののののののののののの99%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%%以上を海上輸 日本ははははははははははははははははははははははははははははは貿易
送に依存

 日本の造船業ははははははははははははははははははははははははははははははははははははははははは社会ニーズに応じた 日本の造船業ははははははははははははははははははははははははははははははははははは社会ニーズに
船舶をオーダーメードで供給

 高性能・高品質な船舶の安定供給に
より
高性能・高品質な船舶の安定供給に
よりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりり効率的・安定的な物流を実現

 部品調達を含めて国内に基盤を有し、 部品調達を含めて国内に基
地域の経済・雇用を創出

※  船価の３倍の経済波及効果

防衛省の艦艇

省CO2型
鉄鉱石輸送船

南極観測船

※2024年竣工船（隻数ベース）
（出典） IHS Markit

海運業等

約77%が
日本関係船舶

造船業

約70%を
国内調達

製造業の生産高に占める造船業・

造船業の役割

出典︓ジャパンマリンユナイテッド、防衛省、海上保安庁

海上保安庁の巡視艇
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 海上輸送量の増加や過去の大量に建造された船舶の代替需要等によって、、 2030300000年代にははははははははははははははははは8000000000000万から１億総 海上輸送量
トン規模まで建造需要が増加していくと各機関は予測。

 中国は、2024年に世界の７割超の受注を行い、今後建造量の増加が見込まれ、市場支配力を強めている

出典︓建造量実績︓ IHS Markit
日本造船工業会予測︓第33回海事立国フォーラム 日本造船工業会講演資料（2024年2月）
Clarksons予測︓ Clarkson Shipbuilding Forecast Club資料（2024年3月）
OECD予測︓ Monitoring developments of ship demand and supply（2025年4月）

（万総トン）
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造船工業会予測

Clarksons予測

OECD予測

多項式近似（世界全体の建造量）

中国は2024年に世界の７割超
の受注を行い、今後建造量の増
加が見込まれ、世界市場支配を
強めている

世界の建造需要
は2035年に
8千万～１億

総トン超の見通し

＜1950年以降の世界の建造量実績と需要見通し＞

日本の建造量は縮小傾向

4

世界における船舶受注量と国別シェア

5

 世界的な発注の低迷の中、中 202020000000年にかけて日本の受注量・シェアが減少。日本のシェアは15-16%で推移してい
たが、

界的な発注
が、2024

注の低迷の中中、2022発注
2444444444年には８％に下落。

 中国は、は、は 202424444444444244424年に世界の７割超の受注を行い、今後建造量の増加が見込まれ、市場支配力を強めている。

19% 21% 19% 16%
16% 18% 14% 8%

32%
44% 35%

27%

36%
30%

15% 14%

30%
22%

32% 47%

44%
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71%
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世界における船舶受注量と国別シェア
（契約年ベース）（万GT）

出典︓IHS Markit
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日本の海事エコシステムのリスクの顕在化

6

日本船主発注船建造量及び
日本造船所の建造量推移 日本船主の新造船発注量推移

出典︓IHS Markit
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 日本船主は、竣工年ベースで、おおむね1,200万総トン前後の船舶を発注している。
 他方で、2020年以降、日本造船所の建造能力はおおむね1,000万総トン前後の船舶しか建造しておらず、ず、日本 他方で、2020年以降、日本造船

船主の発注需要を下回っている。
 2022年以降、降、降 日本船主による中国造船所への発注が大きく増加し、、し 全体の３～４割程度（2010年代後半は

約１～２割）を占める状態に。

（万GT） （万GT）

○近年、年 日本船主による発注量が日本○近年年、日本船主による発注量が日
造船所の建造量を上回っている。

○外航航航航航航航航航航航航航日本船主は中国造船所への発注を○外航航航航航航航航日本
増加し、

本船主は中国造船所への発注を日本
し 内航も中国での建造が発生しか増加加しししし、、、、内内

ねない状況（
航も中国での建造が発生しか航も中国での建造が発生しか
（（＝供給途絶時のリスクがねないねないい状状状状状

顕在化）

○○○中国が新造船建造を急速に増加させ、○○中国
2024

新造船建造を急速に増加させ新が新
2444444444444444444424444444444444444444444444444444444年の受注量は世界全体の

加させ
の7

せ、せ加させ
のののののののののののののののの7777777777777777777777777777割

と日韓を凌駕
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇世界の船舶供給をコントロールしかね〇〇世界の船舶

ない規模に

○リーマンショック後の長期の不況の中、
複数

マンショック後の長期
数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数造船所が撤退

の長期
退・

の不況の中期の長期
退退・事業転換し

、の中、
換しし、複数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数数造船所が撤退

建造キャパが減少
撤退退
少少（

事業転換事 換ししししししししししししししししししし、・・事事退退退
（（（（（（（（（（（（（中韓は公的支建造キャパが減少造キャパが減少少少少（（（（（（（（（（（（（（（（（（（（中韓は公的中韓は公的中韓中中中

援により不況下でもキャパを維持
支支的支的的支

持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持持）

我が国の新造船建造量推移(万総トン)

日本船主の新造船発注量推移

(万総トン)

世界の新造船受注量推移
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国際海事機関

海洋支配力拡大への対応
対中制裁︓中国建造船への
入港料徴収（2025.10-）

沿岸警備隊大型砕氷船3→40隻へ

 商船建造基盤ほぼ消滅、防衛基盤にも懸念
 トランプ大統領「商船・艦船建造を含む、アメ

リカの造船業を復活させる」
→大統領令︓対中制裁・同盟国との造船協力

 ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ・人材育成、造船再生が課題

 北極海航路、資源権益で各国が関心
 2022年のウクライナ侵略により露を含めた北極圏多国間協力活動は停滞

北極圏

 北極圏で最大領土を有し、
砕氷船40隻以上保有

 経済のみならず外交安全保障の領域において存在感を強化（外交青書2024）
 国連中心の多国間枠組みが困難に直面する中、G7、日米豪印、日米韓といった同盟国・同志国な

どの連携の重要性は相対的に増加（G7広島サミット）

同盟国

シーレーン保護・ODA

グローバル・サウス

人材

関係強化

砕氷船
増強中

造船協力を
積極的に提案

 「国輪国造」政策︓自国造船業を保護・強化
 2024︓造船受注世界シェア７割超、

修繕拠点も集中
→米国措置の影響で中国への発注手控え傾向

 2050年ネットゼロに合意、
脱炭素が世界的潮流

 造船（世界シェア2位）
を重要産業と位置付け

 造船世界シェア3位。中韓との熾烈な競争、
人材不足・建造能力の減少に直面

 ゼロエミッション船開発でリード
 造船分野等の日米協力の合意

艦艇(FFM)

9
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米国造船業の状況

 大型商船の建造隻数は年間数隻程度で推移。世界での建造シェアは0.2％前後。
 米国建造商船は世界平均船価に比して４倍以上高価であり、生産性が低い。

＜参考１＞2022年末手持ち工事量
 中国1,794隻、韓国734隻、日本587隻、欧州319隻、米国５隻

＜参考２＞2010年～2023年の米国主要造船所の大型内航商船建造実績
 合計 41隻建造 （2.9隻/年、内訳はタンカー29隻、コンテナ船10隻、RORO船２隻）

商船

 2024年９月現在で297隻が就役中。2025年には新たに10隻の就役が計画。
 今後、年間10隻ベースで建造を進め、2030年までに300隻以上を目指す計画。
 米国政府・海軍・議会の関係者は、米国内の艦艇建造・修繕能力が低下していると認識。

※ 2019年以降、我が国造船事業者は、戦闘艦以外の米艦艇の修繕を日本国内で実施。

＜参考＞2025年～2027年における艦艇建造計画（2024年９月24日、米下院調査報告書）
2025年 ６隻、2026年 11隻、2027年 14隻

艦艇

出典︓ 2023年11月15日、米下院調査報告書
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【協力分野】
① 造船協力、海事産業発展に関する会議体の設置
② 日米両国の建造能力拡大
③ 米国海事産業基盤への投資の促進（投資機会の特定）
④ 市場経済のための船舶需要明確化（特に経済安全保障上

重要な公船、商船）
⑤ 日米両国の造船人材育成のための教育・研修の強化
⑥ 技術革新
 先進的な建造技術（AI、ロボット等）の共同開発・実装
 先進的な船舶の設計及び機能の開発

【署名日・署名者】
2025年10月28日に金子国土交通大臣（日本側）、ラトニック商務長官（米国側）が署名

【署名式における主な発言】
＜金子大臣＞日米両国が十分な船舶建造能力を確保し、「日米の船は日米で造る」ことができるよう、日米両国の造

船業が発展することが重要。
＜ラトニック長官＞米国造船産業の再建のために、素晴らしい同盟国・友人であり偉大な造船業を有する日本と協力す

ることは素晴らしい機会。今回の覚書は、正にその第一歩となるもの。 13
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666 20020

https://www.jimin.jp/news/policy/210931.html 15
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2025 10 21

AI

2025 10 21
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 2025 11 4
AI

99

2025 10 24
AI

18

総合経済対策に盛り込むべき重点施策
（１）「危機管理投資・成長投資」による力強い経済成長の実現
（１-1）戦略分野
① AI・半導体
② 造 船
● 造船業の自律性と優位性を確保するため、「造船再生ロードマップ（仮称）」を

策定。生産能力拡大のための大規模投資を、大胆に支援。
● 船体のサプライチェーン強靱化のため、経済安保推進法2 の特定重要物資とし

て指定するとともに、生産基盤強化・研究開発を支援。
③ 量 子
④ 合成生物学・バイオ
⑤ 航空・宇宙
⑥ デジタル・サイバーセキュリティ
⑦ コンテンツ
⑧ フードテック
⑨ 資源・エネルギー安全保障・GX
⑩ 防災・国土強靭化

⑪ 創薬・先端医療
⑫ フュージョンエネルギー
⑬ マテリアル（重要鉱物・部素材）
⑭ 港湾ロジスティクス
⑮ 防衛産業
⑯ 情報通信
⑰ 海洋

19
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2025 3.4

①既存船の代替分
（船齢15年で代替）

︓約1,000万総トン

② 必要船腹量の増加分
（従来貨物約690万総トン

＋新CN貨物 約150万総トン）

︓ 約840万総トン

①＋②  ≒ ≒ 1,8001111,,,,,,,,,,88888000000000000000000000000000000000000000000000万総トン

船腹量の実績と今後の必要船腹量 2035年における
日本船主の船舶建造需要

※OECD資料を元に海事局作成

（万総トン）
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2010 1,165

17%

13%

10%

6%6%4%
3%3%

3%
2%

33%

2024 2,334

世界経済の発展に伴い、世界の海上輸送に
必要となる船腹量は増加

907
20
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経済安全保障の強化（造船）

取組

目指す将来像

国土交通省 内閣府

 造船業再生ロードマップを策定し、造船能力の抜本的向上に向けた基金の創設をはじめとす
る総合的な対策を講じ、官民で１兆円規模の投資実現を目指す

ロードマップに基づき、上記施策のほか、
様々な金融支援の活用による民間企業の
資金調達の後押しや、ＧＸ経済移行債に
よるゼロエミッション船建造支援等を含む総
合的な取組を推進

造船業再生基金の創設
 「船体」を経済安全保障推進法の特定重要物資に指定
 船体の生産体制を構築・拡充する設備・施設導入を支援
 造船能力の抜本的向上に必要な研究開発・実証を支援

AIを活用した次世代型造船ロボットの研究開発
 溶接等の造船工程について、AIによる環境認識・自律制

御等が可能な自動工作ロボットを開発

AI造船ロボットのイメージ手作業による溶接工程

ゼロエミッション船のイメージ

官民合計1兆円規模の投資実現

自律性と不可欠性を伴う形で
日本造船業を再生

造船業再生ロードマップを策定

関連する法令・予算 ・造船業の再生に向けた支援策（予算/国土交通省） 等

全天候型ドック （※注２）最新式切断機（※注１）

※注１︓小池酸素工業(株)より
※注２︓郵船クルーズ（株）より

（その他の写真・画像は国土交通省資料より）

経済産業省 環境省
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令和７年度 海事局関係補正予算  1,208億円 ＋ 関係部局計上予算

 内航海運の生産性・輸送力向上

１ 海事産業の競争力強化  1.8億円
※一部重複あり

 造船業再生基金 R7補正案 1,200億円

 船舶関連機器のサプライチェーン強靭化

内航海運にお
ける船員の業務
効率化等に資す
る取組を支援

船舶の重要機器の安定的な供給体制確
保に取り組む事業者に対し、必要となる
設備投資に係る支援を実施

エンジン プロペラ

２ 海事分野のGX推進  2.3億円

 ゼロエミッション船の研究開
発体制の整備

ゼロエミッション燃
料（水素・アンモ
ニア）に対応した
エンジン実験施設
の整備を実施

エンジン実験設備
（海上技術安全研究所）

３ 海事人材の確保・育成  2.5億円
※一部重複あり

 船員教育の質の向上・充実に向
けた環境整備

(独)海技教育
機構におけるシ
ミュレータの更新、
学 校の老 朽化
対策等を実施

学校施設の老朽化対策

 造船人材の確保・育成
外国人材の新規供給国獲得に向けた調

査等を実施

【事項要求】日米協力を踏まえた造船についての強靭なサプライチェーンの構築 ＋ 造船分野関連   1,203億円

 造船分野の国際連携に向けた調査

４ その他 関係部局計上

 地域の海上交通確保維持

離島航路の確
保維持や経営
効率化を図る取
組等を支援

離島航路に就航
する船舶の例

フェーズ１
(2026~2028)

R7補正案 1,200億円

フェーズ２
(2029~2031)

フェーズ３
(2032~2034)

2025年度
基金創設

3年毎の達成状況を踏まえ、10年間で合計3,500億円規模の支援を目指す

「船体」を経済安全保障推進法の特定重要
物資に指定
10年の基金を創設し、造船能力の抜本的向
上に必要な生産施設・設備整備及び研究開
発・実証に対する補助事業を実施

バルブ開閉作業の遠隔化

日米造船協力に備え、米国造船業の現
状把握などの実態調査等を実施

ソナー
造船業再生ロードマップを策定

上記施策のほか、様々な金融支援の活用によ
る民間企業の資金調達の後押しを含む総合的な
取組をとりまとめ

・官民合計1兆円規模の投資実現
・2035年建造量1,800万総トン

⇒ 日本造船業の再生

全天候型ドック 最新式切断機
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 我が国の運輸部門からのCO2排出量のうち、船舶は自動車に次いで大きな割合
(5.5％)を占め、2050年のカーボンニュートラル実現に向けては、

次いで大きな割合
は、水素・アンモニア(5.5％)を占め、2050年のカ ボンニュ トラル実現に向けてはは、

燃料等を使用するゼロエミッション船等の普及が必要不可欠。
 ゼロエミッション船等の建造に必要なななななエンジン、燃料タンク、燃料供給システム等の ゼロエミッション船等の建造

生産基盤の構築・増強及び
に必要なななななななななななななななななエンジン、燃料タンク、燃料供給システム等の
びびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびびそれらの設備を搭載（艤装）するための設備整備の生産基盤の構築・増強

ための投資等を支援し、ゼロエミッション船等の供給体制の整備を図る。

46%

20%

16%

4%

5%

5%

4%

18%

36%
16%

17%

7% 6%

国内部門別CO₂排出量 運輸の業界別CO₂排出量

事業内容
今後、ゼロエミッション船等への代替建造が急速に進むと見込まれる
ことを踏まえ、ゼロエミッション船等の供給基盤確保を推進するため、
以下の補助を行う。
①ゼロエミッション船等の建造に必要となるエンジン、燃料タンク、燃

料供給システム等の生産設備の整備・増強
②上記舶用機器等を船舶に搭載（艤装）するための設備等の整

備・増強
燃料供給システム等燃料タンク

事業イメージ

エンジン

艤装設備（クレーン）

①舶用事業者に対しゼロエミッション船等の重要舶用機器
の生産設備の導入を支援

②造船事業者に対しゼロエミッション船等のエンジン、燃
料タンク、燃料供給システム等の搭載に必要なクレー
ン等の艤装設備等の導入を支援

事業の効果
海運分野における脱炭素化促進に資するとともに、ゼロエミッ
ション船等の建造需要を取り込むことにより、我が国船舶産
業の国際競争力強化を図る。

6 10 600
7 11 300
7 11 150

  1,050
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AI造船ロボット

AIAIIIIIIIIIIIIIIII加熱方案目的形状

逆問題

AIシミュレーション基盤
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ISO 15016 改訂作業への対応について

⽇本船舶技術研究協会設⽴20周年記念
第19回 舶⽤品標準化推進協議会／標準化セミナー

2026年 2⽉ 19⽇

設計本部 シニアフェロー
廣⽥ 和義

⽇本船舶技術研究協会 標準部会委員

造船契約と国際規則において重要な国際標準︓ISO 15016

造船契約における保証速⼒を確認する速⼒試験
‒ 『所定の載貨状態で，主機出⼒を *** kWで運転した場合，その船は###ノットの速⼒で

航⾏できる』 というのが船主と造船所の間の重要な造船契約条項

‒ 保証速⼒は『波浪・⾵・潮流』などの外乱影響を受けていない平⽔中の速⼒

‒ 引き渡し前の海上試運転にて速⼒試験を実施して確認するが、実際の海上では“平⽔中”は
稀な条件

‒ ISO 15016は外乱の影響を修正して平⽔の中速⼒（保証値）を評価する国際標準

IMO/MARPOL条約のEEDIに⽤いる船速 (Vref) の評価
‒ EEDI (Energy Efficiency Design Index)

船が荷物をトンマイル運ぶ際に排出されるCO2を⽰すエネルギー効率設計指標

‒ このEEDIを検査認証するためのガイドラインに、船速(Vref)は実船の速⼒試験にてISO
15016を⽤いて評価することが明記されている

2

𝐸𝐸𝐷𝐼 ൌ
𝐶𝑂ଶ 𝑒𝑚𝑖𝑠𝑠𝑖𝑜𝑛 𝑓𝑟𝑜𝑚 𝑚𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑎𝑟𝑦

𝐷𝑊𝑇 ൈ 𝑆𝑝𝑒𝑒𝑑ሺ𝑉௥௘௙ሻ
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ISO 15016:2002の策定まで

1959年に三菱の⾕⼝⽒／⽥村⽒が発表した⽅法がベース

‒ 理論的な⽅法で⾵圧抵抗と潮流の影響を除去できる

‒ ⽇本の造船所では古くから広く使われてきた⽅法

1993年、⽇本造船研究協会（現・⽇本船舶技術研究協会）の第208研
究部会（SR208）にて⾕⼝・⽥村法に波浪中抵抗増加，当舵・斜航影響，
浅⽔影響，⽔温密度影響等も考慮できる⽅法に拡張

2002年、SR208の⽅法をISO化 → ISO 15016:2002
ISO 15016:2002が発⾏された以後は、速⼒試験解析評価に広く利⽤され
るようになった（特に⽇・中・韓の造船所）

3

同主機出⼒で往復計測したデータ
（船速・⾺⼒・回転数）

波・⾵・潮流の外乱を含んでいる

外乱抵抗成分を除去したデータ
真空中を航⾏しているような状態

（潮流影響は残っている

真空中で静⽔⾯を航⾏している状態

無⾵状態の静⽔⾯を航⾏している状態
の船速・⾺⼒・回転数

波・⾵の外乱抵抗を除去

この段階での往復航間の船速差が潮流によるもの
とし、全体をカーブフィッティングして潮流変化を決

定し、船速を修正

⾃⾛分の⾵圧抵抗を付加

ISO 15016 第1回改訂の経緯

2011年
IMOのEEDI規則において、規則策定当初のEEDI検査認証ガイドラインでは、EEDI計算に使う船速は海上試運転時の速⼒試験を
「ISO 15016:2002または同等の⽅法」によって解析することで求めるとされた

⼀⽅、欧州等がISO 15016:2002の問題点を指摘し、ITTC（国際試験⽔槽会議）とISOに改訂を要求
指摘されたISO 15016:2002の主な問題点
① 解析のプロセスが複雑
② 多くの修正オプションが考えられ、解が⼀意に決まらない
③ 修正過程で恣意的な操作が可能となり得る

2012年
ITTCはMARIN（オランダ海事研究所）が主導したSTA JIP（2004年〜2006年）で開発したSTA法をベースにITTC 
Recommended Procedures and Guidelines（以降、ITTC法）を改訂

MEPC65（2013年）でEEDI検査認証ガイドラインにはISO 15016とITTC法が併記された

同年、ISO/TC 8/SC 6/WG 17は⽇本主導で上記問題点の②の修正オプションを改訂した内容でISO投票にかけたが、①と③が解
消されていないという理由で否決

このままではEEDI検査認証ガイドラインにSTA法ベースのITTC法だけが残り、ISO 15016が削除される危機に陥った︕

4
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ISO 15016:2015 発⾏

2013年〜
⽇本は⽅針転換し、実務的に解決したい部分の改良をめざすことでITTCと協調してITTC法ベースに改訂作業開始

‒ ⽇本がITTC法で懸念した2点（潮流修正のMoM，⾺⼒修正のDPM）を検討

‒ 潮流修正には⽇本での速⼒試験に実⽤的なIterative法を開発

‒ ⾵・波の抵抗増加修正⽅法については、オプションを具体的に限定

数回のWG会合を経て⽇本主導でドラフティングした改訂⽂書案をDIS投票にかけたが否決（2014年4⽉

‒ 主な技術的反対理由は⽇本が提案した潮流修正のIterative法が第三者によって検証されていないという点

その後、⽇本の依頼でITTC，船級，船社がIterative法の検証作業を開始し、Iterative法も⼗分な精度を有するとWG 17で報
告された。

Iterative法以外の反対コメントを出した国とは⽇本が個別で⾯談し、意⾒を聞いて解決策を協議した。

第1回DIS投票で出されたすべてのコメントを反映したドラフトを作成し、2014年10⽉に第2回DIS投票を開始

2014年12⽉、第2回DIS投票の結果、賛成:15／反対:0で承認され、2015年4⽉にISO 15016:2015が発⾏された。

ISOとITTCより改正作業結果のレポートと最終ドラフトをIMO/MEPC68に提出し、ISO 15016:2015はEEDI検査認証ガイドライ
ンにリファーされ、2015年9⽉1⽇以降に実施される速⼒試運転から適⽤されることとなった

5

ISO 15016の第2回改訂作業の開始

ITTCはISO 15016:2015をベースにいくつか修正を加えたITTC Recommended Procedures and
Guidelines︓7.5-04-01-01.1を2017年に発⾏（ITTC法(2017)）

ITTCはその後も専⾨委員会で検討を継続し、次回改訂版を2021年6⽉のITTC総会で発⾏予定とされていた

ISOは定期的に⾒直すこととなっており、2020年11⽉のISO/TC 8/ SC 6総会にてISO 15016の改訂作業に⼊
ることが確認された
‒ WG 17のコンビーナは、前回2015版の改訂作業時と同じく、東京⼤学⼤学院の髙⽊教授（現・東京⼤学名誉

教授）が継続就任することが承認された

‒ 改訂作業には、⽇本造船業界の意⾒を反映するため、前回改訂時と同様に⽇本造船⼯業会メンバーが主体的
に参画し、プロジェクトリーダーも引き受ける予定にしていた

6
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第2回改訂に向けたMARIN(STA)との事前打ち合わせ (2021年5⽉)

出席者 オランダ︓ Mr. B (MARIN)
Mr. H (STA)
Mr. C (NEN)

⽇本︓ 髙⽊教授（東京⼤学⼤学院）
⻑⾕川⽒（⽇本船舶技術研究協会）
廣⽥（JMU）

ISO 15016改訂の⽅針確認 → 最新のITTC法(2021)まで取り込むことを確認

プロジェクトリーダー(以降、PL)は廣⽥ではなくMARINのMr. Bとすることが決定
‒ 「コンビーナとPLを同じ国から出すべきではない」というISOのインストラクションを主張され、拒絶できず

‒ WGのPLには相当の裁量権があり、その後の改訂作業における混乱の⼀因になった

⽇本で作成していたWorking draft（以降、WD）をMr. Bに送付し、Mr. BがITTC法(2021)の改訂部分を織り込
み、改訂作業のベースとなるWDを作成することとなった

7

ステークホルダーの関係

8

IMO/MEPC
EEDIを審議

ITTC︓⽔槽試験機関の国際組織

ISO︓国際標準化機構

コンビーナ︓髙⽊教授，事務局︓⽇本船舶技術研究協会

WG

ISO/TC 8/SC 6/WG 17

⽇中韓を主とする造船国
理論的な解析⼿法，海上試験実施に対する

実務運⽤⾯を重視

MARINを中⼼とするSTAグループ
Mr. H，Mr. B

造船所（特にアジア）に対する不信感
単純な⼿法を主張

ITTC
欧州サイドだが、WG参加のエキスパートは実務
⾯、理論的な内容にも理解を⽰し、⽴場が明確

でない

アジアの造船所 欧州の船主

認証機関（船級協会）

EEDI検査認証ガイドラインが参照
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PLが作成した初期WDから第1回DIS投票まで

ISO 15016:2015にITTC法(2021)の内容を織り込むだけでなく、PL主導で⼤幅な変更が加えられたWDを基に改
訂作業が開始

2021年5⽉〜2023年6⽉の2年間で、DIS投票ドラフトの作成までに合計16回の会議を開催

PLを中⼼とした欧州⽔槽試験機関と欧州船主メンバーは、最新の計測機器採⽤と簡便な修正⽅法にこだわった

造船所を中⼼とした⽇中韓は速⼒試験の実務運⽤上の現実性を重視し、終始対⽴

会議運営はPL主導で、⼀⽅的な進⾏となる場⾯が多かった

⽇中韓から意⾒を述べる機会はあるものの、採否はPL独⾃判断となるケースが多く、その流れでDIS投票⽤のドラフトが
作成された

ISO 15016:2015とDIS投票⽤ドラフトの細かい相違点は省略するが、⽇本が同意できないと考えた⼤きな論点は次
の3点

① ⾵向⾵速計の型式の特定
② 速⼒試験が実施可能な⾵速の限界
③ 波浪中抵抗増加修正法と波浪計測

9

① ⾵向⾵速計の型式の特定

ISO 15016:2015 → 船に装備される⾵向⾵速計を使⽤
第1回DIS投票ドラフト → 3D 超⾳波型⾵向⾵速計に限定

速⼒試験で計測するデータは、船に装備されている機器から本船のVDR経由で収録することが最も確実

⽇本の多くの造船所はアカサカテック社のAstep-1LTを使⽤してVDR経由で計測している

⼀般商船で採⽤される⾵向⾵速計は、⾵⾞型またはカップ型がほとんどであり、3D超⾳波型ではない

船の装備に採⽤された⾵向⾵速計が3D 超⾳波型であれば問題ないが、速⼒試験だけのために3D 超⾳波型の⾵向
⾵速計を仮設（レーダーマスト等への設置・配線・較正・信号取り込み・速⼒試験後の撤去）する必要が⽣じ、作業
負担や計測トラブルのリスクが増⼤

⾵⾞型と3D超⾳波型で機器単体のカタログスペック上の精度に差はあるが、速⼒試験の解析結果にその程度影響する
かは別問題

2016年、今治造船がバルクキャリアに超⾳波型と⾵⾞型の両⽅の⾵向⾵速計を装備し、速⼒試験を実施して⽐較評
価した実績があった

10
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⾵向⾵速計の型式の違いの影響調査

両者の計測データの平均値の差は⼩さい︕

11

(hh:mm) 7:04 7:54 8:43 9:34 10:26 12:03
(deg) 48 228 48 228 48 228

Windmill type (m/s) 18.09 4.28 15.38 9.12 11.17 4.40
Acoustic type (m/s) 18.24 4.28 15.51 9.32 11.05 4.30
Windmill type (deg) 0.3 -93.5 0.6 -28.6 -0.9 -17.5
Acoustic type (deg) 1.0 -98.7 1.8 -24.6 -0.5 -16.7

70% 85% 100%

Relative wind
velocity

Relative wind
direction

Main engine output setting
Start time of each run

Ship's heading during run

ISO 15016:2015による解析結果の差

ISO 15016の⽬標精度は船速0.1kts以内，出⼒2%以内とされているところ、⾵⾞型と超⾳波型を使⽤したそれぞれ
の解析結果に差は無く、⽬標精度に対して全く問題ないことを⽰した

「⾵向⾵速計単体に過度な⾼精度を求めても、最終的な速⼒試験解析結果の精度に顕著な改善は⾒られず、⾵向⾵速
計を3D超⾳波型のみに限定する必要はない」とWG17会議で⽇本が説明
→ 「より⾼精度の結果を得るには、より⾼精度とされる機器を使うべき」との理由で、⽇本の意⾒は受け⼊れられなかった

12

Differences in the final performance analysis results for windmill and acoustic
Main engine output
setting
Propeller shaft speed
in ideal conditions 0.1% 0.0% -0.1% 0.0% 0.0% 0.0%

Brake power in ideal
conditions 0.6% 0.0% -0.2% 0.1% 0.0% 0.0%

Ship's speed through
the water 0.02 kts 0.00 kts -0.01 kts 0.00 kts 0.00 kts 0.01 kts 0.00 kts 

Difference of
attained speed
at 75% MCR

70% 85% 100%
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② 速⼒試験が実施可能な⾵速の限界

ISO 15016:2015 → Lpp > 100m，Beaufort 6 (13.8m/s)
Lpp ≦ 100m，Beaufort 5 (10.7m/s)

第1回DIS投票ドラフト → 𝑽𝑾𝑻𝒓𝒆𝒇 ൌ 𝟔.𝟗 ൅ 𝟎.𝟑𝟖 𝑳𝒑𝒑

13

Lpp=100mを境にギャップがあることを解消する⽬的というのは理解できる

Lpp＜300mの船では限界⾵速が⼩さくなり、速⼒試験を実施できる機会
が減ることが懸念される

⽇本造船⼯業会および⽇本中⼩型造船⼯業会に実績データを調査依頼
し、実際に遭遇した⾵速を確認

‒ 造船所も速⼒試験は可能な限り静穏に近いタイミングを狙って実施し
ているので、第1回 DIS投票ドラフトで提案された限界でも、2015版
に対してNGとなるケースは多くない

‒ ただし、Lpp=150m前後で限界⾵速が⼤きく異なるので、ある程度は
2015版に近づけたい

ISO 15016:2015 WD
Lpp>100m, BF6(13.8 m/s)
LPP<100m, BF5(10.7 m/s)

6.9+0.38(Lpp)^0.5
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WDの⾵速限界

ISO 15016:2015

③ 波浪中抵抗増加修正法と波浪計測

波浪中抵抗増加修正⽅法のオプション

14

1st DISISO 15016:2015

 STAグループ開発の推定式
 船体運動が⼩さいときに使⽤可
 船の幅，船⾸エントランス⻑，波⾼を⽤いて計算
 向かい波（0°±45°）で使⽤可能

STAWAVE-1STAWAVE-1

 STAグループ開発の半経験式
 STAWAVE-1より船型パラメータが多く、多少精度が⾼い︖
 向かい波（0°±45°）で使⽤可能

削除STAWAVE-2

 ITTCで提案された⽅法で波向き全⽅位で使⽤可能
 STAWAVE-2と海技研法の中間的な位置づけであり、STAWAVE-2と海技研法が

削除されることになった
SNNM－

 海上技術安全研究所が開発した⽅法
 耐航性理論と短波⻑域の試験実績を使い、波向き全⽅位で使えて精度が⾼い
 欧州サイドはプログラムソースが公開されていないので透明性がないと主張

削除海技研法

 上記の各種推定法より精度が⾼い
 ⽔槽試験の時間とコストが必要

⽔槽試験⽔槽試験
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③ 波浪中抵抗増加修正法と波浪計測

波浪中抵抗増加修正⽅法と波浪計測法の対応（波⾼限界に差がある）

15

波浪ブイや波浪レーダーでスペクトラム計測⽬視計測／標準スペクトラムISO 15016:2015

𝐻ଵ ଷ⁄ ൑ 2.25 𝐿௣௣ 100⁄
𝐻ଵ ଷ⁄ ൑ 1.50 𝐿௣௣ 100⁄

STAWAVE-1
STAWAVE-2

𝐻ଵ ଷ⁄ ൑ 0.50 𝐿௣௣ 100⁄
海技研法
⽔槽試験

波浪ブイや波浪レーダーでスペクトラム計測⽬視計測／標準スペクトラム1st DIS

𝐻ଵ ଷ⁄ ൑ 0.225 𝐿௣௣

𝐻ଵ ଷ⁄ ൑ 0.15 𝐿௣௣STAWAVE-1

船体運動があってSTAWAVE-1が使えない場合、波向き0°±45°の
範囲で使⽤可

𝐻ଵ ଷ⁄ ൑ 0.15 𝐿௣௣
SNNM

⽬視では使⽤不可⽔槽試験

波浪計測の問題

波浪の⽬視計測は精度に⽋けるというのは理解できるが、現時点での波浪ブイや波浪レーダーを速⼒試験に標準使⽤する
ことにも課題はある

波浪ブイ

‒ 速⼒試験海域に投⼊し、タグボート等で⻑時間保持させておく必要あり

‒ 波が⾼い場合は安全性に問題

‒ 韓国ヤードは韓国沿海の強い潮流や漁船操業を避け、⽇本の排他的経済⽔域付近で速⼒試験をする場合が多
く、波浪ブイの使⽤が政治的に難しい

波浪レーダー

‒ ⾬天時等に正しく計測されない場合あり

‒ 通常航海のウェザールーティング等に使⽤する場合なら⼀時的に計測不能になっても問題ないが、速⼒試験中に計
測不能になると問題が⼤きい

‒ 波浪レーダーは現時点では使⽤実績は少なく、ITTC等の専⾨機関で波浪レーダーの運⽤のガイドライン等を整備
されることが望まれる

16
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第1回DIS投票に向けて

第1回DIS投票は2023年9⽉25⽇〜2023年12⽉18⽇に⾏われた
DISの可決要件は

ISO/TC 8/SC 6のPメンバー国の2/3以上の賛成
且つ

反対票が有効投票総数の1/4以下
⽇本造船⼯業会としては前述の⼤きな懸念3点を再考したい、そのためにはDIS投票で否決し、⾒直しに持ち込むし
かないと判断
⽇中韓のエキスパートで協議し、ASEF(*)のチャンネルを使って反対票を増やす作戦をとった

(*) ASEF︓Active Shipbuilding Expertsʼ Federation
造船業界の意⾒をIMOに発信することを⽬的として2015年11⽉に設⽴された団体
世界の新造船建造量の90%以上を占める11ヶ国※の造船⼯業会等が加盟
IMOのオブザーバーステータスを有する

※ ⽇本，韓国，中国，トルコ，インド，マレーシア，スリランカ，インドネシア，タイ，ベトナム，シンガポール
（シンガポールは2025年から加盟）

17

ISO/TC 8/SC 6のメンバー国

18

Country ISO body Country ISO body Country ISO body
China SAC Belgium NBN Viet Nam(TC8-O) STAMEQ
Denmark DS Croatia HZN Thailand(TC8-O) TISI
Finland SFS Cuba NC
France AFNOR Czech Republic UNMZ Singapore(TC8-P) SSC
Germany DIN Hungary MSZT
Greece NQIS ELOT India BIS
Italy UNI Indonesia BSN
Japan JISC Iran, Islamic Republic of INSO
Korea, Republic of KATS Malaysia DSM
Netherlands NEN Poland PKN
Norway SN Portugal IPQ
Panama DGNTI Qatar QS
Romania ASRO Slovakia UNMS SR
Russian Federation GOST R Ukraine SE UkrNDNC
Spain UNE
Sri Lanca SLSI
Sweden SIS
Turkey TSE
United Kingdom BSI * ASEF加盟機関がある国
United States ANSI （Singaporeは2025年から加盟）

Observing Members (14)Participating Members (20) Others
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DIS投票の票読み

19

DIS投票の承認要件
1. 投票（留保以外）したTC/SCのPメンバー（上記の下線の国）の2/3以上が賛成

且つ
2. 反対が投票総数の1/4以下（Pメンバーでなくてもカウントされる）

Case-1: Pメンバー国だけが投票した場合 Case-2: ASEFのOメンバー国も投票した場合

Pメンバー国がすべて投票 20 Pメンバー国がすべて投票 20
Oメンバー国の投票 0 ASEFのOメンバー国の投票 3

総投票数 20 総投票数 23

ASEF以外のPメンバー国(*)が賛成と仮定 15 15/20 > 2/3 ASEF以外のPメンバー国が賛成 15 15/20 > 2/3
ASEF国 5 5/20 = 1/4 反対票 (5+3) 8 8/23 > 1/4

do. (5+2) 7 7/22 > 1/4
do. (5+1) 6 6/21 > 1/4

ASEFのOメンバー国に反対投票してもらうよう説得する必要あり

(*) ⽇本，中国，韓国，トルコ，スリランカ以外

賛成票が2/3以上、反対票が1/4になるので、この場合は可決してしまう 賛成票が2/3以上になるが、反対票が1/4を超えるので、この場
合は否決される

各国との交渉

⽇本と韓国が協同して各国，各機関に説明し、理解を得て協⼒してもらうよう交渉を進めた

20

2023年10⽉のASEFフォーラム＠中国で⾯談，その後メールで状況確認トルコ

2023年10⽉のASEFフォーラム＠中国で⾯談，ClassNKのクアラルンプール事務所にもフォローをお願いしたマレーシア

コロンボドックヤード（尾道造船の関係会社）にメールで説明、事情を理解いただき、スリランカは当初ISO/TS 
8に登録していなかったが、投票前にTC 8/SC 6のPメンバーに登録

スリランカ

インド造⼯経由でインド規格局とニューデリーで⾯談インド

ACS（アジア船級協会連合）セミナー＠インドネシアで⾯談，その後メールで状況確認インドネシア

JETRO（⽇本貿易振興機構）経由でシンガポール企業庁とリモート会議を実施シンガポール

名村造船所の関連企業やタイ造⼯経由でメールでやり取りタイ

ACSセミナーやJMUと⼤島造船所の関連企業経由でレター送付，その後メールで状況確認ベトナム
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第1回DIS投票結果

 Pメンバーの賛成投票
13/18 ＞ 2/3

 投票総数に対する反対投票
7/22 ＞ 1/4

 反対投票が1/4を上回ったため否決
※ インドネシアは反対コメントを出しつつ、

投票は賛成に⼊れてしまうというミス︕

21

Country ISO body Country ISO body Country ISO body
China SAC Belgium NBN Viet Nam(TC8-O) STAMEQ
Denmark DS Croatia HZN Thailand(TC8-O) TISI
Finland SFS Cuba NC
France AFNOR Czech Republic UNMZ Singapore(TC8-P) SSC
Germany DIN Hungary MSZT
Greece NQIS ELOT India BIS
Italy UNI Indonesia BSN
Japan JISC Iran, Islamic Republic of INSO
Korea, Republic of KATS Malaysia DSM
Netherlands NEN Poland PKN
Norway SN Portugal IPQ
Panama DGNTI Qatar QS
Romania ASRO Slovakia UNMS SR
Russian Federation GOST R Ukraine SE UkrNDNC
Spain UNE
Sri Lanca SLSI 賛成投票
Sweden SIS 反対投票
Turkey TSE
United Kingdom BSI * ASEF加盟機関がある国
United States ANSI （Singaporeは2025年から加盟）

Participating Members (20) Observing Members (14) Others

第2回DIS投票に向けた協議

第1回のDIS否決投票結果を受け、2024年2⽉1⽇に第17回会議を開催

事務局より、DIS投票時に出された技術的反対意⾒を解決する⽅向で議論すべきであることを親委員会から指⽰され
ており、そのように進⾏せよと事務局から数度にわたるコメントもPLは特に留意せず会議が進められ、出席者に意⾒は⾔
わせるが、⾃分の想定する落としどころを⽰して会議は終了

⽇本と韓国は本会議の結論には満⾜しないと表明

中国は⾵速限界の緩和とSNNMの利⽤範囲緩和を条件に受け⼊れ可と発⾔
→ おそらく中国のエキスパートとPLの間で上記条件のネゴがあったと思われる（第1回DIS投票後から第17回会議の
間に⽇中韓協議の中での中国の発⾔のトーンが変わってきていた。。。）

最終的にはいくつかの妥協を含めた第2回DIS投票ドラフト案がPLから配布

22
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⾵向⾵速計の型式と速⼒試験を実施できる⾵速の限界

23

ISO 15016:2015 → 船に装備される⾵向⾵速計を使⽤
第1回DIS投票ドラフト → 3D 超⾳波型⾵向⾵速計に限定
第2回DIS投票ドラフト → 3D 超⾳波型に限定せず、従来の⾵向⾵速計も使⽤可

LIDARや3D超⾳波型⾵向⾵速計の場合

⾵⾞型やカップ型の⾵向⾵速計の場合

𝑽𝑾𝑻𝒓𝒆𝒇 ൌ 𝟗.𝟕 ൅ 𝟎.𝟐𝟑 𝑳𝒑𝒑 െ 𝟓𝟎

𝑽𝑾𝑻𝒓𝒆𝒇 ൌ 𝟏𝟎.𝟕 ൅ 𝟎.𝟐𝟑 𝑳𝒑𝒑 െ 𝟓𝟎

適⽤⾵速限界は少し緩和されたが、3D超⾳波型と従来型
（⾵⾞/カップ）では速⼒試験実施可能の⾵速限界が異なる
また、計測中に⼀時的に⾵速が⾼くなっても限界⾵速の10%
超過までは許容という条件もついた

ISO 15016:2015 2nd-DIS⽤WD
Lpp>100m, BF6(13.8 m/s) ⾵⾞型︓9.7+0.23(Lpp-50)^0.5
LPP<100m, BF5(10.7 m/s) 超⾳波型︓10.7+0.23(Lpp-50)^0.5
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波浪中抵抗増加修正法と波浪計測

使⽤できる修正⽅法の選択肢は第1回DIS投票ドラフトと同じ

船体運動があってSTAWAVE-1が使えない場合は、⽬視計測＋標準スペクトラムでSNNMが全⽅位の波向きで使⽤
可となった

24

波浪ブイや波浪レーダーでスペクトラム計測目視計測／標準スペクトラム2nd DIS

𝐻ଵ ଷ⁄ ൑ 0.225 𝐿௣௣

𝐻ଵ ଷ⁄ ൑ 0.15 𝐿௣௣STAWAVE-1

船体運動があってSTAWAVE-1が使えない場合、全方位
波向きで使用可

𝐻ଵ ଷ⁄ ൑ 0.15 𝐿௣௣
SNNM

目視では使用不可水槽試験
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第2回DIS投票(2024年3⽉29⽇〜2024年5⽉24⽇)結果

第1回DIS投票否決により、最低限許容可能と考えられる妥協提案を引き出せたものの、

① ⾵向⾵速計の型式による解析結果の影響はないのに、型式によって適⽤⾵速限界が異なること

② STAWAVE-1が使えない場合にSNNMが⽬視＋標準スペクトラムで全⽅位使⽤可能なのに、SNNMより精度
が⾼いはずの⽔槽試験結果が相変わらずブイやレーダー使⽤が必須とされること

の2点は改善すべきとし、⽇本，韓国，スリランカは反対投票

第1回DIS投票で反対投票した中国、トルコ、インドは賛成投票、マレーシアは投票せず

第1回DIS投票でミスして賛成投票したインドネシアも投票せず

この投票の結果、DIS承認要件を満⾜し、ISO 15016:2025が2025年2⽉に発⾏された

2025年4⽉に開催されたMEPC83にて、EEDI検査認証ガイドラインがISO 15016:2025およびITTC法
(2024)を参照する改正が採択された（ただし、ISO 15016:2025 については発⾏直後であり、同基準に沿った試験準備
期間（解析アプリの整備等）を確保するため、EEDI認証において強制化されるのは2026年5⽉1⽇以降に実施される速⼒試験
からとなり、それまでは2015版も使⽤可）

25

今回の改訂作業対応について

2015版の改訂作業時と異なり、新型コロナ禍の影響もあってWG会議がすべてリモートで⾏われ、議場外での欧州サイ
ドとの対話もなかったため、相互理解を深めにくい状況であった 【コミュニケーションの絶対的不⾜】

PLが会議運営を主導し、PLが属する欧州機関ベースで会議が終始した 【PLの絶対的な裁量権に対して無⼒】

2015版の改訂作業時は解析ロジックが主体であり、ITTCを味⽅につけることにより協調路線をとれたが、今回は使⽤
機器や適⽤範囲が主体であり、理想論的な運⽤を推す試験機関中⼼の欧州サイドに対し、実務⾯を考慮したい造船
業界サイドは理解を得ることに苦労した 【DISで否決して妥協を引き出すしか⼿段がなかった】

ASEF加盟機関の協⼒で第1回DIS投票は否決でき、ある程度の妥協案を引き出したが、第2回DIS投票ではその妥
協案に対してASEF各機関で評価の差があった 【各国の造船業の産業的背景の違い︖】

26
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次回改訂作業に向けた対応

MARINが2025年からSTA JIPの後継の新たなJIP;STA-2 JIPを⽴ち上げており、次のITTC法の改訂およびISO
15016の改訂に繋がる研究開発を想定している

欧州サイドが次回改訂でどのような提案をするつもりか、また、このJIPから次回改訂作業時のエキスパートメンバーが出
てくるであろうから、⽇本からもSTA-2 JIPに参加（⽇本船舶技術研究協会の⽀援を受け、⽇本造船⼯業会会員会
社から3社が参加）して情報収集と欧州サイドとの関係構築を⾏う

韓国からはSTA-2 JIPに参加する会社はないものの、韓国国内でKOSHIPA（韓国造船海洋プラント協会）がプロ
ジェクトを⽴ち上げ、ISO 15016:2025への懸念事項をスタディし、解決法があれば学会等に査読付き論⽂を提出し、
次回ISO改訂時にリファーできる準備を⾏うとのこと（今回のWG会議で意⾒を述べたり、レポートを提出しても採⽤さ
れなかった反省から、対外的に認められた実績を作っておきたい）

KOSHIPAから⽇本造船⼯業会にプロジェクトへの協⼒依頼があり、KOSHIPAとの協議に参加し、進捗によってASEF
にも展開する計画になっている

27

28

To be continued!
～ 次回改訂に向けた欧州（STA-2 JIP）との新たな戦いの始まり？～
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1

2

1. Blue Action 2035

2. Wind Challenger Project

3. DarWIN Project
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Blue Action 2035 3
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55

2035 GHG 45% 2019 2050

5

6
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WAPS

7

Wind Challenger
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High Efficiency.
High Level of Safety. 

10

－ 64 －



Neutral Position (Zero Lift)

Max Lift  Position

Thrust by Drag Position

11

Stability is most important.
Especially, in heavy weather that we 
always be facing.

12
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Image from NOAA

Sea Condition and Sail Height ( Image )Sea Condition and Sail Height (Image) 
Calm Stormy

CoG

13

Strength(tensile)

Weight
1/10

Life
20

Ref: moldex3D

FRP

14
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Ship Speed*
Engine Data*
Draft Heel

Wind Direc & 
Speed*

Sail Condition*
Rudder Angle*

Input Data

Calculation Fuel Saving

Wind Force Matrix
M/E Characteristics

Output Data

Look Up Data

Our R&D activities

15

Start

Destination

Great Circle

Suggested route with sail

16
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Key Feature 1

Forward 
Accommodation

Key Feature 2

Multiple Sails
17

18
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DarWIN’s – Partnership & Functions

20

100.0 

97.7 97.2 

95.8 

93.1 

91.1 

95.0 

End of FY19 End of FY20 End of FY21 End of FY22 End of FY23 End of FY24 KPI

FY24
Milestones Achieved

8.9%

FY24

Improve fuel 
efficiency
Milestone

Improve fuel efficiency by 5% as of 2025 (compared to 2019)
KPI: Fuel efficiency (unit: megajoules/ton-miles)
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1. Specification
Improvements

Installing energy-saving devices to 
improve hull and equipment 
specification

2. Condition 
Maintenance

Maintaining energy efficiency 
through regular and specific 
maintenance measures

3. Optimal 
Operation

Optimizing operation by 
optimal route, speed, 
trim(condition)

Three main approaches for target vessels

22

Maintenance, antifouling measures
Full blasting: 5-7%

High Performance AF Paint: 2-4%
Hull cleaning (by diver/ROV) : max 4%

Propeller Propulsion Efficiency 
Improvement

Low load optimized propeller: 2-3%
Aft fins to propeller forward: 2-3%

PBCF to propeller aft: 2-3%

Propeller Fouling Reduction
Cleaning: 1%

Propeller coating: 1%
Ultrasonic antifouling device: 1%

Minimizing Tidal /Wind 
Effects

Energy-saving Autopilot: 
0.5-2%

ME SFOC Optimization in low 
load

: 1-2%

New Governor Control 
Method (based on FOC / 
Vessel speed) : Up tp 3%

Fuel-efficient Sailing 
Conditions*

Optimum Trim/Optimum 
Posture: max 4%

Main Engine Performance 
monitoring /Maintenance 

Optimization
: 0.5-1%

Maintenance, antifouling measures
Full blasting: 5-7%

High Performance AF Paint: 2-4%
Hull cleaning (by diver/ROV) : max 4%

Propeller Propulsion Efficiency 
Improvement

Low load optimized propeller: 2-3%
Aft fins to propeller forward: 2-3%

PBCF to propeller aft: 2-3%

Propeller Fouling Reduction
Cleaning: 1%

Propeller coating: 1%
Ultrasonic antifouling device: 1%

Minimizing Tidal /Wind 
Effects

Energy-saving Autopilot: 
0.5-2%

ME SFOC Optimization in low 
load

: 1-2%

New Governor Control 
Method (based on FOC / 
Vessel speed) : Up tp 3%

Fuel-efficient Sailing 
Conditions*

Optimum Trim/Optimum 
Posture: max 4%

Main Engine Performance 
monitoring /Maintenance 

Optimization
: 0.5-1%

1. Specification
Improvements

2. Condition 
Maintenance

3. Optimal 
Operation
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Maintenance, antifouling measures
Full blasting: 5-7%

High Performance AF Paint: 2-4%
Hull cleaning (by diver/ROV) : max 4%

Propeller Propulsion Efficiency 
Improvement

Low load optimized propeller: 2-3%
Aft fins to propeller forward: 2-3%

PBCF to propeller aft: 2-3%

Propeller Fouling Reduction
Cleaning: 1%

Propeller coating: 1%
Ultrasonic antifouling device: 1%

Minimizing Tidal /Wind 
Effects

Energy-saving Autopilot: 
0.5-2%

ME SFOC Optimization in low 
load

: 1-2%

New Governor Control 
Method (based on FOC / 
Vessel speed) : Up tp 3%

Fuel-efficient Sailing Conditions*

Optimum Route/Optimum 
Trim/Optimum Posture: max 4%

Main Engine Performance 
monitoring /Maintenance 

Optimization
: 0.5-1%

24

Propeller Propulsion Efficiency 
Improvement

Low load optimized propeller: 2-3%
Aft fins to propeller forward: 2-3%

PBCF to propeller aft: 2-3%

ME SFOC Optimization in low 
load

: 1-2%1. Specification
Improvements
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replacement Fuel saving effect

26
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Electric VIT

28

DarWIN’s Energy Saving Device Measures

Maintenance, antifouling measures
Full blasting: 5-7%

High Performance AF Paint: 2-4%
Hull cleaning (by diver/ROV) : max 4%

Propeller Fouling Reduction
Cleaning: 1%

Propeller coating: 1%
Ultrasonic antifouling device: 1%

Main Engine Performance 
monitoring /Maintenance 

Optimization
: 0.5-1%

2. Condition 
Maintenance
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Hull / Propeller Cleaning Fuel saving effect

Target vessels are selected based on FOC increase.

DockDock Dock

Determine the appropriate timing for cleaning
based on the performance data.

Time Series Graph

Heavy fouling 
suspected due to 

prolonged drifting

Performance 
recovery after 

cleaning

30

Hull Cleaning (by ROV/ diver) Fuel saving effect

The effectiveness evaluation of hull cleaning:
Confirmed 1~7% FOC reduction depending on the extent of fouling.
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Propeller Cleaning (by diver) Fuel saving effect

The effectiveness evaluation of propeller cleaning :
Confirmed 1~8 % FOC reduction depending on the extent of fouling.

32

Utilization of Main Engine performance evaluation tool

Utilization of automatic engine performance monitoring tool 
-->Ensuring appropriate engine maintenance / parameter settings to keep optimal engine performance.

Detecting abnormal engine in-cylinder pressure trend.
-> Rectify by applying the modified fuel injection 
setting 

Improper ignition timing Optimized ignition timing
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DarWIN’s Energy Saving Measures

Minimizing Tidal /Wind 
Effects

Energy-saving Autopilot: 
0.5-2%

New Governor Control 
Method (based on FOC / 
Vessel speed) : Up tp 3%

Fuel-efficient Sailing 
Conditions*

Optimum Trim/Optimum 
Posture: max 4%

3. Optimal 
Operation

34

Optimum Trim Operation 

Results of Optimum Trim Tests
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Voyage Optimization (Digital Solution) 

Link Sofar Ocean - Connecting the World's Oceans

Spotter Buoy: Solar-powered buoys collect real-time 
ocean data (e.g., wave, wind) every 30 minutes. 

Wayfinder: Wayfinder suggests daily optimal routes and 
RPM using vessel data, Spotter Buoy info, and satellite 
forecasts.

Sofar Ocean s (U.S) products primarily consist of hardware for collecting marine meteorological 
information, known as the "Spotter Buoy”, and voyage optimization tool called "Wayfinder .

35

36

Energy Saving Auto Pilot

<Energy saving mode><Conventional heading control>
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New Governor Control Method 

Set SOG

Actual SOG (Speed Over Ground)

Set FOC

Actual FOC (Fuel Oil Consumption)

Actual ATW (Speed Through Water)

FOC is automatically reduced 
when the vessel speed reaches 
the target

38

Data team for monitoring, managing, and analyzing operational data

Advanced analysis utilizing vessel technology research and  engineering methodologies

DarWIN Project  - Integrated Process for Operational Efficiency  

Darwin team for implement energy saving device
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FOCUS – Effects Visualization & Project Management   

Project Management Dashboard

15
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LNG

/

5

JISF

6

HKJP0600118 4 12

HKJP0600218 5 15

HKJP0600318 10 19

HKJP0600518 10 20

HKJP0700119 3 1

HKJP0800120 3 17

HKJP0800220 6 3

HKJP0800320 6 30

HKJP0800820 9 5

HKJP0900221 2 26
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JISF

JISF
JIS OK

JISF

JISF JIS

JISF
JISF 450

500

JIS

7

/
8
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JISF

JISF

JISF

JIS JISF

9
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日本船舶技術研究協会の標準化に関する
20年の歩み

2026年2月19日
日本船舶技術研究協会設立20周年記念

第19回 舶用品標準化推進協議会／標準化セミナー
基準・規格グループ 長谷川幸生

目次

1. 日本船舶技術研究協会（船技協）の設立
2. 舶用品標準化推進協議会の歩み
3. 船技協が担当するJIS
4. 船技協が担当するISO/IEC
5. 船技協の標準化に関する現在の取り組み

2
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1. 日本船舶技術研究協会（船技協）の設立

3

日本船舶技術研究協会（船技協）の設立

(社)日本造船研究
協会

(財)日本船舶標準
協会

(財)船舶解撤事業
促進協会

(財)日本船舶技術研究協会
2005年4月設立

キーワード
「船舶の基準・規格・

研究開発」

海運・造船・舶用工業等の「産」、大
学・研究機関・学会等の「学」及び検
査機関を含む行政機関等の「官」が

一体となった
海事クラスターの場を提供

2025年度で
設立20周年!

4

2005年10月
新JISマーク
表示制度

2019年7月
JIS法改正
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2. 舶用品標準化推進協議会の歩み

5

舶用品標準化推進協議会の歩み（1/3）
設立の目的︓ 標準化全般に関する情報の共有化を図り、舶用品
製造業者としての標準化の方向性の検討並びに標準化テーマの抽
出と成果の創出

開催回数 開催日 協議会長
第1回 2007年9月21日（大阪）

藤山 昭一 氏
（㈱鷹取製作所）

第2回 2008年9月26日（大阪）
第3回 2010年2月5日（大阪）
第4回 2011年3月22日（大阪）
第5回 2012年2月9日（博多）

3月18日神戸）
第6回 2013年2月27日（大阪）

三輪 元一郎 氏
（三元バルブ製造㈱）

第7回 2014年2月12日（大阪）
第8回 2015年3月18日（東京）

3月19日（大阪）
6
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開催回数 開催日 協議会長
第9回 2016年2月12日（神戸）

2月25日（東京）

益川 弘 氏
（㈱備後バルブ製造所）

第10回 2017年2月13日（大阪）
第11回 2018年2月23日（大阪）
第12回 2019年2 月7 日（大阪）
第13回 2020年2月12日（大阪）
第14回 2021年2月8日（WEB）
第15回 2022年2月18日（WEB）

岡 一嘉 氏
（日の本辨工業㈱）

第16回 2023年3月8日（WEB）
第17回 2024年2月15日（大阪）
第18回 2025年2月20日（大阪）
第19回 2026年2月19日（大阪）

舶用品標準化推進協議会の歩み（2/3）

7

第１回

第6回

第9回

第17回

舶用品標準化推進協議会の歩み（3/3）

8
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3. 船技協が担当するJIS

9

10

JIS F（船舶部門日本産業規格）の総数は382規格（追補[部分改正] 
7規格は除く）。
うち、376規格は船技協が担当。その他の6規格は、作業船（浚渫船）関

係が5規格と船用鉛蓄電池に関する1規格。
船技協設立後（2005年）に制定・改正したJIS F︓116件。
また、船技協は、国内で3つしかない、特定標準化機関（CSB）（※）と

して認められている団体の一つ（前身の日本船舶標準協会から現在に至る）。
※︓経済産業省に設置された日本産業標準調査会（JISC）におけるJISの制定に向けた審議の一部
を省略できる。

船技協が担当するJIS（1/5）
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一般
（22）

機関
（28）

電気機器
（25）

その他
（6）

船体
（35）

船技協が担当するJIS（2/5）

船技協設立後（2005年）に制定・改正したJIS F116件の内訳
11

12

JIS F 7208 船用H形油こし
船の燃料油及び潤滑油管系に使用するH形油こ
しについて取り纏めたもの。
（JISマーク表示制度対象規格）

1959年制定→1964年改正→1968年改正→1979年改
正→1987年改正→1993年改正→1996年改正→2001
年改正→2005年改正

JIS F

（出典）水野ストレーナー工業株式会社ホームページ

JIS F 7425 船用鋳鉄弁
船の蒸気、清水、海水、油、空気管系などに用
いる鋳鉄弁について取り纏めたもの。
（JISマーク表示制度対象規格）

旧JIS F規格20件を統合し、1996年に初版が制定
→2006年改正→2021年改正

船技協が担当するJIS（3/5）

（出典）JIS F 7425
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JIS F 0080 舟艇－舟艇の識別
－番号付与システム
船体の長さ 24 m以下の舟艇の識別を明確
に行うための番号付与システムに関する次の
事項について取り纏めたもの。
a) 製造された舟艇の製造業者の国名コード, 
b) 製造業者の識別コード. c) 製造番号, 
d) 製造年月, e)モデルイヤー
1998年制定→2008年改正→2025年改正

JIS F 8076:2021（船用電気
設備－第504部︓個別規定－制
御及び計装）
船に用いる自動化，制御，監視，警報及
び安全，並びに保護システムに使用する電
気，電子及びプログラマブル装置について取
り纏めたもの。

1986年制定→1997年改正→2005年改正
→2007年改正→2021年改正

船技協が担当するJIS（4/5）
JIS F

（出典）日本小型船舶検査機構ホームページ

（出典）JIS F 8076

参考︓規格づくりの手順（JIS Fの場合）

WG
JIS

WG JIS

JIS

JISJISC

JIS

JIS

※ 14

船技協が担当するJIS（5/5）
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4. 船技協が担当するISO/IEC

15

• 船技協は、船舶関係ISO/IEC国際委員会のうち、IEC/TC 80（舶用航法及び無線通
信装置とシステム専門委員会）（国内審議団体︓一般社団法人電子情報技術産業
協会）を除く、すべてのISO/IEC国際委員会の国内審議団体を務める。船技協設立
後（2005年）に日本主導で制定・改訂したISO規格︓64件。

ISO/TC 8（船舶及び海洋技術専門委員会）
ISO/TC 67/SC 7（低炭素エネルギーを含む石油及びガス産業専門委員会

／海洋構造物分科委員会）
ISO/TC 108/SC 2（機械の振動，衝撃及び状態監視専門委員会／

機械・乗物及び構造物の振動・衝撃の測定・評価分科委員会）の船舶関係
ISO/TC 188（スモールクラフト専門委員会）
IEC/TC 18（船舶並びに移動及び固定式海洋構造物の電気設備専門委員会）

16

船技協が担当するISO/IEC（1/8）
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船体
（35）

船技協設立後（2005年）に日本主導で制定・改訂したISO規格64件の内訳

船技協が担当するISO/IEC（2/8）

航海機器
（37）

海洋環境
保護

（11）

その他
（16）

17

18

船技協が担当するISO/IEC（3/8）

JIS F
【船舶部門日本産業規格】

(制定済︓382規格）
（上記の規格数は、追補[部分

改正]7規格を除く）
（うち、376規格は船技協が

担当）
（作業中︓5規格)

ISO/TC 8
【船舶及び海洋技術】

（制定済︓434規格）
（作業中︓98規格)

IEC/TC 18
【船舶並びに移動・固定式海

洋構造物の電気設備】
（制定済︓51規格）

（作業中︓26規格）ISO/TC 67SC 7
【海洋構造物】

（制定済︓28規格）
（作業中︓8規格)

ISO/TC 188
【スモールクラフト】

（制定済︓97規格）
（作業中︓19規格)

※2026年２月現在

国内審議団体
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ISO 16437:2012 船舶及び海洋技術
－救命及び防火－オイルミスト感知装置
船内で発生する引火性のオイルミストを検知
するために設置される警報装置（オイル・ミス
ト・ディテクター）に対する要求事項、試験方
法及び性能基準について取り纏めたもの。

ISO

（出典）当会パンフレット
（ダイハツインフィニアース株式会社製オイルミスト感知装置）

ISO 9875:2023 船舶及び海洋技術－船
用音響測深装置
IMO決議A.224(VII)を改定したIMO 決議
MSC.74(69)の付録4に適合することを要求され
る、船用音響測深装置の最低限の動作・性能
要求事項、試験方法と必要とされる試験結果に
ついて取り纏めたもの。
（IMO性能基準に基づく試験規格）
（EU舶用機器指令に引用）

（出典）古野電気株式会社ホームページ

船技協が担当するISO/IEC（4/8）

NP
CD DIS FDIS

 ( PRF)

AWI

NP – (New Proposal / New Work Item Proposal)
AWI – (Approved new Work Item) 
CD – (Committee Draft)

DIS – (Draft International Standard)
FDIS – (Final Draft International Standard)
PRF – (Proof of a new International Standard

参考︓規格づくりの審議（投票）手順（ISOの場合）

WG

ISO/TC8 SC WG
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WTO（World Trade Organization︓世界貿易機関）
目的︓ 国際間における自由貿易の促進
WTO協定︓ (1)物品の貿易、(2)サービスの貿易、(3)知的所有権の3つからなる。

WTO/TBT協定（Agreement on Technical Barriers to Trade）
貿易の技術的障害に関する協定
概要︓各国が製品に課す「技術基準、規格、認証制度」が、国際貿易の不必要な障害
にならないようにするWTOのルール。

主なルール:
 国際規格の活用: 各国独自の基準（日本の場合はJIS）ではなく、ISO（国際標

準化機構）などの国際基準に合わせる（整合化）。
 差別しない（内国民待遇）: 外国製品だからといって、自国製品より厳しい規格を適

用しない。
 透明性の確保: 新しい規格を作る際は、事前にWTOへ通報（TBT通報）し、他国

の意見を聞く。

従って、ISO規格と同様の内容の国内規格（JIS）はISO規格との整合を要する。

参考︓なぜ、ISO/IECがクローズアップされたのか︖
船技協が担当するISO/IEC（6/8）

2009年TC 8総会(トルコ)

2014年
TC 8総会
(パナマ)

2015年
TC 8総会
(ロシア)

2023年TC 8総会(ギリシャ)

TC 8総会の写真（年1回、世界各地で開催）
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船技協が担当するISO/IEC（7/8）
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－ TC8/SC1（海上安全）議長︓ 宮崎恵子氏（日本舶用品検定協会）
－ TC8/SC1/WG3（防火）議長︓ 山岸史典氏（製品安全評価センター）

－ TC8/SC2（海洋環境保護）議長︓ 髙橋千織（日本船舶技術研究協会）
－ TC8/SC2/WG5（船体への防汚システム）議長︓ 千葉知義氏（中国塗料）
－ TC8/SC2/WG10（排ガス洗浄システム）議長︓ 髙橋千織（日本船舶技術研究協会）
－ TC8/SC2/WG11（エネルギー効率データ収集）議長︓ 吉田公一氏
－ TC8/SC2/WG12（海洋液化水素移送装置）議長︓ 石川勝也氏（川崎重工業）
－ TC8/SC2/WG15（実海域実船性能）議長︓ 杉本義彦氏（商船三井）
  
－ TC8/SC6（航海及び操船）議長︓ 宮本佳則氏（東京海洋大学）
                                         幹事︓ 佐藤公泰（当協会）
－ TC8/SC6/WG1（ジャイロコンパス）議長︓ 宮本佳則氏（東京海洋大学）
－ TC8/SC6/WG9（指示器）議長︓ 横井威氏（海上技術安全研究所）
－ TC8/SC6/WG16（船内情報）議長︓ 森本峰行氏（寺崎電気産業）
－ TC8/SC6/WG17（速力試運転）議長︓ 高木健氏（東京大学）
  
－ TC8/WG6（シップリサイクル）議長︓ 吉田公一氏
－ TC8/SC13/WG4（海洋環境影響評価）議長︓ 吉田公一氏
－ TC8/SC26/SG1（自動運航船に関するモジュールベースの設計、開発、安全性保証）議長︓ 安藤英幸氏(MTI)

以下の17のISO国際議長、国際幹事ポストの日本就任に貢献（赤字は2025年度新規）
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船技協が担当するISO/IEC（7/8）
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TC 8/SCs

米国
(2005～2010)

TC 8/SC 1議長
(救命及び防火→
海上安全)

TC 8/SC 2議長
（海洋環境保護）

TC 8/SC 6議長
（航海及び操船）

吉田公一氏
(2006～2017)

林尚吾先生
(2005～2007)

今津隼馬先生
(2008～2017)

庄司るり先生
(2018～2023)

千田哲也氏
(2018～2023)

宮本佳則先生
(2023～ )

英国
(2011～2019)

米国
(2020～2023)

宮崎恵子氏
(2023～ )

髙橋千織氏
(2024～ )

船技協が担当するISO/IEC（8/8）
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5. 船技協の標準化に関する現在の取り組み

25

(ISOTC 8)

(TC8/WG3)

(TC67/SC7)

(TC8/SC13

日本船舶技術研究協会－標準化に関する国内実施体制（2025年度）

(TC8/WG6)

(TC8/SC1)

(TC8/SC1)

(TC8/SC2)

(TC8/SC3)

(TC8/SC4)

(TC8/SC6, SC11, SC26)

(TC8/SC7, SC8)

(TC108/SC2/WG2)

(IEC/TC18)

(TC188)

(TC8/SC25)

26

(TC8/WG15)
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■ 国際規格対応

標準化研修の開催（WEB）
（人材育成）

(2025年9月24日開催。参加者:約50名)

標準化セミナーの開催（対面）
（標準化活動の広報）

（2026年2月19日開催）

関連業界への要望調査の実施
（新提案等の発掘）

（2025年6月25日～7月28日）

■ 国内規格対応

船舶部門日本産業規格（JIS F）規格集の刊行（2025年度よりダウンロード形式に変更予定）

国際規格（ISO）、JIS F関連の活動報告（2025年度）

【日本提案の状況】

制定規格︓1（新規︓1）
・ISO 21716-4:2025 防汚塗料の生物検定スクリー

ニング手法－第4部︓藻類（新規）
（2025年8月制定）
（参考︓2017～2019年度の調査研究に基づく）

審議中の規格案︓ 12（新規︓2、改訂︓10）
・海洋環境: 5（ISO 25817 実海域における燃料消費

量及び推進性能の評価手法 Series２件を含む）
・その他︓7（航海計器︓6、その他︓1）

今後提案予定規格︓ 4
・ISO xxxxx パラメトリック横揺れ防止システム(新規)
・ISO/PWI 25926（自動運航船に関するモジュール
ベースのシステム構築と安全性保証）(新規)

・その他︓2（航海計器）

過年度の標準部会の審議で廃止を承認した既存JIS F 13件の廃止
が2025年1月に官報公示

2025年2/3月に官報公示（制定/改正）されたJIS F 6件（新
規︓1、改正︓5 ）

・JIS F 3056 船用フート弁（改正）
・JIS F 7379 船用黄銅 30K くい込形止め弁（改正）

等 計6件
    

2025年10月に官報公示（制定/改正/廃止）されたJIS F 3件
（新規︓1、改正︓1、廃止1 ）

・JIS F 2615-1, 船舶及び海洋技術－パイロットラダー－
     第1部︓設計及び仕様（新規）

・JIS F 1030, 舟艇－パーソナルウォータークラフト（PWC）－
     構造及びシステム搭載時の要求事項（改正） 等 計3件

その他、以下5件のJIS F原案（新規︓1、改正︓4）が担当分科会
で審議中

・JIS F 0081 舟艇－主要データ（改正）
・JIS F 2026 水平ローラ付フェアリーダ（改正）等 計5件

27
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【トピック1】
自動運航船に関するWGの日本開催（ISO/TC 8/SC 26/AHG1, SG）
 ISO/TC 8/SC 26 (スマートシッピング分科委員会）の第2回総会が2025年11月11-14日に

神戸で開催。
 安藤英幸氏（株式会社MTI）が2025年5月に議長に就任したSC26/AHG1(自動運航船に

関する国際標準化戦略策定立案アドホックグループ)及びSC26/SG1（自動運航船
（MASS）に関するモジュールベースの設計、開発、安全性保証作業委員会）を初めて開催。

安藤SC 26/SG 1-AHG 1議長（株式会社MTI）（写真右）

日本提案であるISO/PWI 25926（自動運航船に関
するモジュールベースのシステム構築と安全性保証）等の
作成を担当する、TC 8/SC 26/Subgroup 1 (SG1)
を開催、ISO 25926の新業務項目提案（NP）（※）
投票の早期着手を合意。

※︓新業務項目提案（NP）。ISO規格原案の作成に着手するか否かを
決定する、ISO規格を作成するにあたり、一番重要な投票。可決
要件は加盟国の2/3以上の賛成と賛成した加盟国の5か国以上が
原案作成作業に参加することの双方を満たす必要がある。

更に、安藤氏を議長とする、戦略策定立案アドホックグ
ループも開催。中国および韓国から多数のISO案が提案さ
れる一方で、内容の重複やIMOのMASS codeとの関わ
りが不明瞭な提案が含まれていることから、これを整理する
ための審議を行い、ISOがIMOのMASS codeに関する審
議へ貢献するため、次々回のIMO/MSCに向けて、ISOの
関連規格等に関するInformation Paperを提出するこ
とが日本から提案し、合意。
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【トピック2】 
日本が議長を務める実海域性能評価に関する国際会議の開催

（1）背景
我が国の海事クラスターのべ27機関が結集して実施したオープンイノベーションプロジェクト「OCTARVIAプロジェクト
（実海域性能評価プロジェクト）」にて、公正でかつ透明な手段で実海域実船性能評価法を構築し、真にGHG排
出量を削減する船舶の建造及び運航を可能とする技術を確立。実海域航行時の燃費性能及びGHG排出量を客
観的に評価する手法（ものさし）を開発。

（2）目的
OCTARVIAプロジェクトで開発した評価手法の日本発ISO化を目的として、2024年11月に「環境分科会／実海
域性能評価標準手法WG」（主査︓杉本義彦氏（株式会社商船三井））を設置。更には、2025年6月に開
催されたISO/TC 8/SC 2総会にて、日本が提案する実海域における燃料消費量及び推進性能の評価手法に関す
るISO案を審議するためのWG 15（実海域における燃料消費量及び推進性能の評価手法）が新設。（議長︓
杉本義彦氏）

日本提案ISO規格案の概要
実海域における燃料消費量及び推進性能の評価手法

第1部︓燃料消費量及び推進
性能の評価手法（ISO 
25817-1）

実海域中の船舶性能（船速，出力，燃料消費量）を推定する手法，及び，推定結果を
実船モニタリングデータを用いて検証する手法を提供するもの。
⇒プロジェクト・リーダー︓黒田麻利子氏（海上技術安全研究所）

第2部︓ライフサイクル燃費指標
（ISO 25817-2）

標準運航モデルを採用し，燃料消費量及びGHG排出量を示す船舶のライフサイクル指標の
計算法を提供するもの⇒プロジェクト・リーダー︓芦田哲郎氏（商船三井）

日本提案国際規格案を審議するため、2025年12月15/16日に韓国/釜山で国際会議を開催

30

【トピック3】 新燃料関連のISO規格作成の動向(1/2)

新燃料 種別 規格概要【提案国】 規格番号

LNG

再液化装置
LNG BOG再液化システムの船上での性能試験【韓国】 ISO 16259:2025
LNG船の貨物格納設備(CCS)におけるB.O.Rの測定
方法【中国】 ISO/DIS 21154(審議中)

配管等の部材
高マンガンオーステナイト鋼を用いた各種部材（鋳造品、
鍛造品、溶接継手、配管）【韓国】

ISO 18735他5規格(まもなく制
定)

LNGタンク用高マンガン鋼の仕様【韓国】 ISO 21635:2018

ガス供給システム
（FGSS)

FGSSの性能試験【韓国】 ISO 22548:2021
FGSSの高圧ポンプの性能試験【韓国】 ISO 22547:2021

燃料供給口の脱着 LNG燃料船用の燃料供給口の急速着脱機構【中国】 ISO 21593:2019
バンカリング LNG燃料船のバンカリング関連【米国】 ISO 20519:2021

各種弁
低温用玉形弁、低温用パイロット作動式安全弁、
低温環境用仕切弁、低温環境用逆止弁、
低温環境用ボール弁【韓国】
低温環境用バタフライ弁【中国】

ISO 18139:2017、ISO 
18154:2017
ISO 19037:2019、ISO 
20602:2019
ISO 21157:2018
ISO 21159:2018

その他
船舶用CNG及びLNG推進システム【イタリア】 ISO 10665:2024
海運セクター向けの混合燃料（H2＋バイオCH4）【イ
タリア】 ISO/NP 25847(投票否決)

※ 欄内がオレンジ︓作成中の国際規格案 欄内が白︓制定済
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【トピック3】 新燃料関連のISO規格作成の動向(2/2)
新燃料 種別 規格概要【提案国】 規格番号

水素

液化水素タンク
液化水素船の液化水素貯留タンクの試験【韓国】 ISO 11326:2024
液体水素貯留タンクの材料適合性ガイドライン【韓国】 ISO/AWI 25736(審議中)
圧縮ガス水素貯蔵タンクの試験手順【韓国】 ISO/NP 26190(投票中)

ローディングアーム 液化水素のローディングアーム【日本】 ISO 24132:2024(2024年6
月制定)日本主導による再改訂中

液化水素バルブ 水素船の液体水素バルブの試験手順【韓国】 ISO/DIS 21341(審議中)

アンモニ
ア

用語集 船舶用アンモニア燃料システム－用語【韓国】 ISO/DIS 23397(審議中)

安全 アンモニア燃料船の機関室の船員安全ガイドライン【韓
国】 ISO/DIS 24941(審議中)

バンカリング アンモニア燃料船へのバンカリングに関する仕様【シンガ
ポール】 ISO/AWI 26201(審議中)

燃料タンク 船室デッキ上の加圧独立型C型液化アンモニア燃料タンク
の試験手順【韓国】

ISO/NP 25489(投票否決) 
(再提案予定)

メタノー
ル

バンカリング メタノール燃料船のバンカリングに関する仕様【中国】 ISO/DIS 22120(審議中)
燃料供給システム メタノール燃料供給システムの試験方法【中国】 ISO/AWI 26158(審議中)

全般

代替燃料全般 海事におけるGHG削減に関連する用語【米国】 ISO/AWI TS 25583(審議中)

極低温用バルブ
極低温流体を使用する場合の、船舶極低温弁のステム
シールからの漏洩を評価するための試験方法【中国】 ISO/NP 26211(投票中)

低温用ストップチェックバルブ－設計/試験要件【中国】 ISO/NP 26311(投票中)

※ 欄内がオレンジ︓作成中の国際規格 欄内が白︓制定済 赤字︓日本提案国際規格 31
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【トピック4】省エネ技術関連のISO規格作成の動向

規格概要【提案国】 規格番号

エネルギー効率－第1部︓個々の舶用部品のエネルギー効率【デンマーク】 ISO 8933-1:2024

エネルギー効率－第2部︓個々の舶用部品の機能ユニットのエネルギー効率【デンマーク】 ISO 8933-2:2024

速力試験データの解析による速力性能及び出力性能の評価に関する仕様【オランダ】 ISO 15016:2025
(IMO EEDIガイドラインに引用)

空気潤滑装置の正味省エネ効率の測定に関する海上試験方法【中国】 ISO/CD 25189(審議中)

ローターセイルのフルスケール試験【韓国】 ISO/AWI 25181(審議中)
舶用プロペラの前方に設置する省エネ装置の設計及び製造に関するガイドライン【中国】 ISO/WD 25079(審議中)

燃料電池－海洋環境適合性試験手順【韓国】
 日本電機工業会提案により、IEC/TC 105（燃料電池技術専門委員会）でIEC 

62282-4-401（燃料電池技術--第4-401部︓推進及び補助動力装置用燃料
電池電力システム--海事分野--PEMFCシステムの安全性）を作成中であり、重複の
懸念有

ISO/AWI 25842(審議中)

電気船の用語【中国】 ISO/AWI 26184(審議中)

OCCS（船上二酸化炭素回収システム）搭載船舶からのLCO2積み下ろしに関する仕
様書【中国】

ISO/AWI 26164(審議中)

海上試験データの分析による風力補助船舶推進の省電力評価ガイドライン【中国】
 同じ船速において、風力推進技術を使用している船舶の消費電力を、風力推進を使

用していない同等の船舶の消費電力とを比較評価

ISO/AWI 26204(審議中) 

※ 欄内がオレンジ︓作成中の国際規格 欄内が白︓制定済
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プロジェクト（調査研究）の年度比較

2025年度 2026年度（計画）

◆JIS、国際規格（ISO/IEC）への対応 ◆JIS、国際規格（ISO/IEC）への対応

(1) JIS F 8103:2021（舟艇―電気機器―リチウム二次
電池を用いた蓄電池設備）の改訂に関する調査研究

(2) 代替設計に関する承認スキームの標準化に関する
調査研究

(3) JIS F 2025 ケーブルクレンチ 小型A形取入れに
関する調査研究

(4) アンモニア燃料船の設計・建造に資する規格開発に
関する調査研究 → (4) アンモニア燃料船の設計・建造に資する規格開発に

関する調査研究
(5) 自動運航システムの技術開発フレームワークに関する

調査研究 → (5) 自動運航システムの技術開発フレームワークに関する
調査研究

(6) 船内照明に関する既存JIS FのLED化に関する
調査研究

(7) 艤装品の振動評価に対するガイドラインの国際規格化に
関する調査研究

(8) アンモニア燃料船向けアンモニア毒性閾値(15章関連)
を検知するアンモニアガス検知器の国際規格化に関する
調査研究
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講演者略歴
1996年4月～2005年3月 財団法人日本船舶標準協会

1996年4月～現在 船舶部門日本産業規格（JIS F）作成委員会の事務局

1996年4月～現在 ISO/TC 8（船舶及び海洋技術）等船舶関係ISO/IEC国際委員
会の国内対策委員会の事務局

1996年4月～現在 ISO/TC 8 等船舶関係ISO/IEC国際委員会の日本エキスパート

1996年12月～2005年8月 ISO/TC 8/SC 6（航海及び操船）国際幹事サポートチーム

2005年4月～現在 一般財団法人日本船舶技術研究協会

2005年9月～2025年3月 ISO/TC 8/SC 6 国際幹事

2019年10月～現在 ISO/TC 8/WG 14（海事教育及び訓練）コンビーナサポートチーム

－ 108 －



https://www.youtube.com/watch?v=nKIwoCQ9qUs

日本財団助成事業による日本船舶技術研究協会の
標準化活動（ISO/IEC/JIS活動）のPR動画
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ご清聴、ありがとうございました
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